Promotion Strategy of Lifestyle Walking Behavior Among Japanese Adults Aged 30-49 by 須藤 英彦
早稲田大学審査学位論文 
博士（スポーツ科学） 
概要書 
 
30－40 歳代の日常生活場面における 
ウォーキング行動の普及戦略 
 
Promotion Strategy of Lifestyle Walking Behavior 
Among Japanese Adults Aged 30-49 
 
 
２０１１年１月 
早稲田大学大学院 スポーツ科学研究科 
須藤 英彦 
Sudo, Hidehiko 
 
研究指導教員：  中村 好男 教授 
本研究は、わが国の 30―40 歳代という最も運動習慣者の割合が低くなる年齢層に対し
て、望ましい身体活動レベルを維持することが可能になるような生活場面でのウォーキ
ングの普及戦略に関する提案を行うことを目的として、以下の 2 点の研究課題について
検討した。1 点目の課題は、日常の生活場面ごとにウォーキング行動の実施状況と推奨身
体活動を充たす者の特徴を明らかにすることであり、2 点目の課題は、日常の生活場面で
のウォーキング行動のパターン化により、その下位集団の特徴を明らかにすることであ
る。 
 本研究は、以下の 4 章から構成されている。第 1 章では、本研究の背景として、運動
習慣の獲得・維持の重要性とわが国の 30―40 歳代にとって、ウォーキングに注目するこ
との有効性について述べた。さらに、行動疫学の枠組みに従って国内外における先行研
究を整理し、当該分野の行動疫学的アプローチの必要性について言及した。 
第 2 章では、本研究の｢方法｣として、まずインターネット登録モニターの回答者 5009 名
を対象に人口統計学的変数とウォーキング行動評価尺度（山脇ら、2006）によりウォーキ
ング実施時間を調査した。場面ごとのウォーキング時間を従属変数、調査対象の属性を独
立変数として、独立変数が 2 群の場合は t 検定、独立変数が 3 群以上の場合は分散分析を
実施した。週 150 分以上のウォーキング実施の有無を従属変数、人口統計学的変数及び行
動的変数を独立変数として、強制投入法によりロジスティック回帰分析を実施した。さら
に場面ごとのウォーキング時間の割合を性別、年齢別、推奨活動群（週 150 分以上のウォ
ーキング行動をする者）・非活動群（週 150 分未満の者）別に算出した。 
次に、クラスター分析によるウォーキング実施者のパターンと人口統計学的変数との関
連を調査した。ウォーキングを行っていた者を対象に、各場面でのウォーキングの実施有
無を用いて、Ward 法による階層クラスター分析（2 値データ）を行った。抽出された各集
団に、ウォーキング非実施群を加えた下位集団と人口統計学的変数との関連性について、χ2
検定を行った。各クラスターにおいて、推奨活動群の割合を算出した。 
第 3 章では、本研究の｢結果｣を詳細に記述した。解析の結果、5 つの場面ごとのウォーキ
ング時間の割合は、性別、年齢別に関わらず、運動場面が全体の約 2 割を占め、残りの 8
割は運動以外の日常の生活場面であり、非活動群だけではなく、推奨活動群においても同
様の傾向が認められることを明らかにした。 
U.S.DHHS が推奨する身体活動基準をウォーキングで充たしている者の割合は、男性で
45.5％、女性で 44.8％であるとともに、週 150 分以上のウォーキング実施に関連する要因
は、男性の場合は高学歴で、インターネット利用時間が 1 日当たり 2―3 時間と適度な利用
時間であること、子どもが少ないこと、女性の場合は高学歴・高収入で、子どもが少ない
ことを確認した。 
次に、ウォーキング実施者は、4 つのパターンに分類され、生活場面ミックス型は、主に
通勤、仕事、買い物の場面で歩いている集団であり、運動型よりも推奨活動量を充たして
いる者の割合が多く、通勤型、買い物型は、生活場面ミックス型や運動型と比較して、男
女共通して充たしている者の割合が顕著に少ないことを明らかにした。さらに、ウォーキ
ングパターンは、男女ともに婚姻状況、子どもの有無、学歴、世帯年収によって異なり、
加えて女性においては職業の有無によってもそのパターンに顕著な差異が認められること
を確認した。 
第 4 章では、これまでの大規模調査データに基づく研究成果を総括し、①ウォーキング
行動の生活場面別の実施状況の観点から、わが国の 30―40 歳代の日常生活場面への取り組
みの必要性を裏付けたこと、②生活場面別に定量的検討を行うことで、それぞれの生活場
面に対応したより効果性の高い介入方策の手がかりを示唆したこと、③ウォーキング行動
のパターンを把握することで、｢誰にとっては、どのような場面でのウォーキング行動の推
奨が有効であるのか｣を明らかにしたこと、の 3 つの点を本研究の意義としてあげた。 
そして、30―40 歳代の生活場面でのウォーキングの普及戦略の提案を行うため、1）ウ
ォーキング時間の 8 割を占める日常の生活場面を対象とすること、2）通勤型と買い物型の
パターンをターゲットとして、介入支援を行うこと、3）プログラムの募集や提供に当って
情報技術を活用することの有効性を述べ、総合的な｢考察｣を行った。 
さらに将来展望として、成人全体を対象として考える際には、余暇の場面を含めた生活
場面全体での関連要因の検討が必要であること、ウォーキングイベントや犬の散歩などの
社会的環境要因に着目した研究を推進すること、子どもの通学を対象とした研究を推進す
ることについて述べた。 
 
 
 
 
 
